
１．事 業 の 目 的 ・ 必 要 性 と 内 容 （ＰＬＡＮ）　※この事業を行う目的・必要性は何か。どのような取組を行っているのか。

２．概算総事業費 （ＤＯ：コスト）　※事業を行うための費用の状況はどうか。コストがどれくらいかかっているのか。
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□法律・政令・省令名（    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□道条例，規則，要綱等（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

■市条例，規則，要綱等（　函館市市民協働モデル事業補助金交付要綱　　　）

（単位：人，千円）
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総事業費計（Ａ＋Ｂ）

平成25年度予算 平成25年度決算見込 平成26年度予算 平成27年度予算要求

40 2,150 2,105 1,397 0

臨時職員

　　　事業を実施
　　　するために
　　必要な人件費
※人工は小数点第３位を
四捨五入しているため，実
際に人工がかかっていても
0で表示されている場合が
ある。
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平成23年度決算

目
的
・
必
要
性

内
　
容

【目的】

【必要性】

　市民の目線や感覚での市民生活に関わる地域課題への対応や，よりきめ細かい市民サービスの提供などについて，市民団体等の新しい発想や専門性などを活かした事業の
提案を募集し，市民が主体となって行政と協働で事業に取り組み，今後の実践につなげていくことを目的とする。

　社会情勢の変化に伴い複雑化・多様化する地域課題に対処するため，市民と行政が共に協力し合いながら，取り組みを進めていくことが求められており，市は市民のまちづく
りへの参加を積極的に推進することが必要であるため。

　市民団体等と市が協働して取り組むことによって地域の課題解決が図られる事業について，市民団体等から事業提案を受けた後，外部の有識者等で構成する審査委員会の
審査を経て，事業の採択を決定する。決定後，市民団体等と市（担当部局）において，それぞれの役割分担により連携して事業を実施していく。
　補助率：１０分の１０　　補助限度額：５０万円

事業開始年度 根拠法令等

裁量的経費

平成 年度24

部課名
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企画部企画管理課

21-3621

平 成 ２６ 年 度 函 館 市 事 業 評 価 調 書

予算事項名 大事項 中事項市民協働モデル事業費 市民協働モデル事業関係経費　ほか

区分 補助金のあり方

平成２６年５月作成

事業の
性質別



３．活　　動　　実　　績 （ＤＯ：アウトプット）　※目的を達成するためにどのように取り組み，その実績はどうか。 ４-1．成　果　等 （ＤＯ：アウトカム）　

４-2．成　果　等 （ＤＯ：アウトカム）　※事業を実施し，どのような成果が得られたのか。

５．事務事業の点検 （ＣＨＥＣＫ）

６．今後の改善策 （ＡＣＴＩＯＮ）　※今後改善する点は何か。どのように進めていくか。

参考：他の自治体の状況

比較参考値
（他の自治体の類似事業
の状況など）

米沢市　　補助率：１０分の１０　上限額：５０万円　， 横須賀市    補助率：１０分の１０　上限額：４０万円（負担金にて支出），
岡山市　　補助率：５分の４　上限額：２００万円　，藤沢市    補助率：１０分の１０　上限額：２００万円（負担金にて支出）

今後の方針
（改善・

見直し内容）

基本方針

当面現状維持

（事業について）

（経費について）

　制度立ち上げから間もないため当面は現行どおり継続するが，今後，成果や課題の検証を行いながら適正かつ有効な実施方法等について
検討する。

　同上

高まっている

社会情勢等から関与が妥当

評価対象外

現手段も有効だが他の手段も考えられる

評価対象外

コストの節減度

将来コスト増減見込み

受益者負担の適正度

　多様化する市民のニーズや地域課
題にきめ細かく対応するためには，
市民団体等と行政が協働で取組み
を進めていく必要がある。

　初年度事業が終了したばかりであ
るので，現時点では成果や有効性の
判断は困難である。

コ
ス
ト・
負
担

  審査項目に「費用の妥当性・経費
節減」の項目を設けている。
　補助金以外の経費は，必要最小限
の審査委員会運営経費のみ計上し
ている。

　補助金交付事業のため評価対象
外

評価対象外

評価対象外

評価対象外

成
果
・
有
効
性

必
要
性

事業の市民ニーズ

市の関与の妥当性

評価結果から明らかに
なった課題事項など

成果の達成状況

事業目的実現のための手段

　「補助金のあり方に関するガイドライン」において，見直しの基準として示されている補助割合の上限（２分の１）を超えていることから，補助割合の見直しに
ついて検討していく必要があると考えている。

執
行
方
法

外部委託の可能性

実施方法の効率性 評価対象外

事業の成果等 　モデル事業の取り組みにより，市民団体等と行政との連携が図られ，市民協働によるまちづくりが進んだ。

評価項目 評価内容 評価内容の説明 評価項目 評価内容 評価内容の説明

定量的な成果指標はない。

　　　※事業の成果指標は何か。
平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度活動指標名 単位

件

成果
指標
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